
５．重要な債務負担行為
当事業年度に契約を締結し、翌期に支払いが発生する重要なものは以下のとおりです。

（単位：千円）

契 約 内 容 契 約 先 契 約 金 額 翌期支払額

埼玉大学（大久保１）Ｄ61図書館１
号館改修工事

株式会社小松原工務店 368442 250522

埼玉大学（大久保１）Ｄ61図書館１
号館改修その他電気設備工事

株式会社テクノ三和 104385 64785

埼玉大学（大久保１）Ｄ61図書館１
号館改修その他機械設備工事（再公
告）

東洋機動株式会社 158400 96400

 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、
現金は注記を省略しており、預金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略しております。

（単位：千円）

貸借対照表計上額（＊） 時 価（＊） 差 額（＊）

投資有価証券 701639 611060 90579

（＊） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
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 将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
・秩父倉庫及び大久保１地区敷地
譲渡時期が決定した時点で、帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額を算出し
ます。
・別所宿舎
帳簿価格 313668千円
回収可能サービス価格 千円
減損見込額 313668千円

・常盤宿舎
帳簿価格 1076202千円
回収可能サービス価格 千円
減損見込額 1076202千円

・太田窪宿舎
帳簿価格 428229千円
回収可能サービス価格 千円
減損見込額 428229千円

６．重要な後発事象
該当事項はありません。

７．金融商品に関する注記
 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については国立大学法人法第35条の２において準用する独立行政法人通則
法第47条の規定に基づき、国債、地方債、政府保証債等の有価証券、預貯金、金銭信託に限定し
ています。
当事業年度の資金運用にあたっては、有価証券にて行っています。

 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。
投資有価証券及び有価証券

             

国債及び社債は相場価格を用いて評価しております。国債は、活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。社債は、市場が活発でないため、その時価
をレベル２の時価に分類しております。

８．資産除去債務に関する事項
 資産除去債務の内容及び算定方法
石綿障害予防規則等に基づくアスベスト除去に係る支出額を見積もっています。
なお、耐用年数は到来済みです。

 資産除去債務の総額の期中における増減内容
期中における増減額はありません。
当事業年度末における残高は4760千円です。

９．収益認識に関する注記
当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第77における収益に重要性が乏しいため、注記
を省略しております。
 収益の分解情報
当法人は教育・研究業務及びその他の事業を実施しており、基準第77を適用する取引に係る主
なサービス等の種類と収益の額は、入学及び転入学等の出願を受理する時に徴収する検定料によ
る検定料収益167207千円であります。
 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
す。
 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引はありません。

10．その他
貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び純資産変動計算書の記載金額は、千円
未満を切り捨てて表示しています。

国立大学法人千葉大学令和７事業年度財務諸表に関する公告
国立大学法人法（平成15年法律第112号）第35条の２において準用する独立行政法人通則法（平成

11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、国立大学法人千葉大学令和７事業年度財務諸表に
ついて次のとおり公告します。
令和８年 10 月 16 日 千葉県千葉市稲毛区弥生町１33

国立大学法人千葉大学
学長 横手幸太郎
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